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【表紙】   
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【事務連絡者氏名】 取締役経営企画部長 三 根  英 樹 
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【事務連絡者氏名】 取締役経営企画部長 三 根  英 樹 
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(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２.当社は、平成27年７月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っており、第36期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。 

３.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

５.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。 

  
２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。 

  なお、主要な関係会社の異動については以下のとおりであります。 

（国内） 

当第２四半期連結会計期間においてグローバルマリタイム株式会社を当社が吸収合併したため、連結の範囲より除

いております。 

回次 
第36期 

第２四半期 
連結累計期間 

第37期 
第２四半期 
連結累計期間 

第36期 

会計期間 
自  平成27年１月１日 

至  平成27年６月30日 

自  平成28年１月１日 

至  平成28年６月30日 

自  平成27年１月１日 

至  平成27年12月31日 

売上高 （千円） 11,364,697 10,013,436 22,657,638 

経常利益 （千円） 776,409 509,574 1,568,848 

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益 

（千円） 473,864 352,435 1,005,945 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 527,864 △198,845 832,053 

純資産額 （千円） 7,664,876 6,576,724 6,786,262 

総資産額 （千円） 9,796,011 10,081,425 8,863,807 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 44.30 36.34 94.72 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 74.6 61.5 72.7 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） 691,685 377,512 1,053,266 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） 36,615 △702,819 160,910 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） 130,722 1,522,583 △1,068,218 

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高 

（千円） 5,585,491 5,445,817 4,693,855 
 

回次 
第36期 

第２四半期 
連結会計期間 

第37期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年４月１日 

至  平成27年６月30日 

自  平成28年４月１日 

至  平成28年６月30日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.42 19.26 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

  当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  
２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1)  業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府及び日銀による財政・金融政策により、雇用・所得環境

に改善がみられ、緩やかな回復基調が続いているものの、企業収益の改善や個人消費に停滞感がみられる他、海外

経済の下振れリスク等もあり、依然として先行き不透明な状況で推移しました。 

こうした環境の下、当社業績に大きな影響を及ぼすわが国の貿易については、輸出・輸入ともに海外景気の減

速、円高等を背景に力強さを欠く状況が続いており、伸び悩みが長期化する恐れが出てきました。 

このような状況の下、当社グループは、中期経営計画の最終年度となる当期、当第２四半期連結累計期間におい

て、戦略方針に沿って努力して参りましたが、単体では、主力の輸出混載輸送売上が対前年同四半期比で数量、金

額とも下回って推移し、輸出フルコンテナ輸送売上や航空輸送売上においても前年実績を下回りました。また、連

結子会社においても、国内子会社、海外子会社とも総じて減収減益となりました。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は10,013百万円（前年同四半期比11.9％減）、営業利益は

578百万円（同26.0％減）、経常利益は509百万円（同34.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は352百万

円（同25.6％減）と、売上高、利益とも前年同四半期を下回りました。 

  
セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

① 日 本 

日本における国際貨物輸送事業につきましては、混載貨物輸出を主力としております。当第２四半期連結累計

期間における売上高は、単体の輸出売上が混載輸送及びフルコンテナ輸送双方で苦戦し、輸入売上についても前

年同四半期比減収となり、また、国内子会社も減収となり前年同四半期を下回りました。セグメント利益（営業

利益）においても同様に減益となりました。 

この結果、売上高は、6,791百万円と前年同四半期と比べ931百万円（12.1％減）の減収となり、セグメント利

益（営業利益）は338百万円と前年同四半期と比べ47百万円減少（12.3％減）となり、減収減益となりました。 

② 海 外 

当社グループはアジア地域及び米国に連結子会社10社を有しており、これらの海外子会社での売上は日本から

の貨物の取扱が中心となります。当第２四半期連結累計期間における海外売上は、日本発貨物の減少等により、

各社が総じて売上、利益とも低調に推移しました。 

この結果、売上高は、3,221百万円と前年同四半期と比べ420百万円（11.5％減）の減収となり、また、セグメ

ント利益（営業利益）は252百万円と前年同四半期と比べ155百万円減少（38.1％減）し海外セグメントにおいて

も減収減益となりました。 

  

(2)  財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は10,081百万円（前連結会計年度末比1,217百万円増加）となりま

した。増加の内訳は、主に、流動資産の増加591百万円（現金及び預金の増加751百万円及び売掛金の減少172百万

円等）及び固定資産の増加626百万円（建設仮勘定の増加747百万円等）によるものであります。 

負債は3,504百万円（同1,427百万円増加）となりました。増加の主な理由は、短期借入金の増加930百万円及び
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長期借入金の増加600百万円によるものであります。 

また、純資産は6,576百万円（同209百万円減少）となりました。これは主に、利益剰余金の増加255百万円及び

為替換算調整勘定の減少469百万円によるものであります。 

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前第２四半期連結会計

期間末に比べ△139百万円減少し、5,445百万円となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フ

ローの状況は以下のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は377百万円（前年同四半期比314百万

円減少）となりました。主な資金の増加は税金等調整前四半期純利益の計上509百万円、主な資金の減少は

法人税等の支払280百万円等であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、702百万円（同739百万円減少）となりました。主な資金の減少は有形固

定資産の取得による支出662百万円等であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、1,522百万円（同1,391百万円増加）となりました。主な資金の増加は短

期借入金の増加933百万円及び長期借入金の増加600百万円等によるものであります。 

  

(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  
(4)  研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①  【株式の総数】 

  

  

②  【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 32,000,000 

計 32,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月10日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 10,698,000 10,698,000 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は100株で
あります。 

計 10,698,000 10,698,000 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日     

－ 10,698,000 － 243,937 － 233,937 
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(6) 【大株主の状況】 

平成28年６月30日現在 

  

(7) 【議決権の状況】 

①  【発行済株式】 

平成28年６月30日現在 

  

②  【自己株式等】 

平成28年６月30日現在 

  

  
２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

合同会社エーエスティ 神戸市北区鈴蘭台西町二丁目４番10号 2,121 19.83 

内外トランスライン株式会社 大阪市中央区安土町三丁目５番12号 1,000 9.36 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 506 4.73 

内外トランスライン従業員持株会 
大阪市中央区安土町三丁目５番12号 
御堂筋安土町ビル３階 

377 3.53 

戸田 徹 神戸市北区 313 2.93 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 280 2.62 

株式会社ときわそば 神戸市垂水区星陵台一丁目３番28号 250 2.34 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 239 2.24 

日章トランス株式会社 神戸市中央区東川崎町一丁目７番４号 232 2.17 

トランコム株式会社 名古屋市東区葵一丁目19番30号 220 2.06 

計 － 5,542 51.81 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式 

1,000,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,695,200 96,952 － 

単元未満株式 普通株式 1,900 － － 

発行済株式総数   10,698,000 － － 

総株主の議決権   － 96,952 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
内外トランスライン株式会社 

大阪市中央区安土町 
三丁目５番１２号 

1,000,900 － 1,000,900 9.36 

計 － 1,000,900 － 1,000,900 9.36 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,693,855 5,445,817 

    受取手形及び売掛金 1,605,284 1,433,318 

    その他 455,409 465,385 

    貸倒引当金 △8,846 △7,339 

    流動資産合計 6,745,702 7,337,181 

  固定資産     

    有形固定資産 701,610 1,414,305 

    無形固定資産     

      のれん 688,293 643,840 

      その他 68,415 60,177 

      無形固定資産合計 756,709 704,017 

    投資その他の資産     

      その他 985,691 905,982 

      貸倒引当金 △325,906 △280,062 

      投資その他の資産合計 659,785 625,920 

    固定資産合計 2,118,104 2,744,243 

  資産合計 8,863,807 10,081,425 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,039,678 936,017 

    短期借入金 － ※  930,600 

    未払法人税等 296,002 176,066 

    賞与引当金 10,291 18,505 

    その他 351,989 481,865 

    流動負債合計 1,697,961 2,543,053 

  固定負債     

    長期借入金 － 600,000 

    退職給付に係る負債 205,922 218,788 

    その他 173,660 142,858 

    固定負債合計 379,583 961,646 

  負債合計 2,077,545 3,504,700 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 243,937 243,937 

    資本剰余金 233,937 233,937 

    利益剰余金 6,623,061 6,878,526 

    自己株式 △1,020,467 △1,020,526 

    株主資本合計 6,080,468 6,335,874 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 37,653 6,706 

    為替換算調整勘定 323,596 △146,175 

    退職給付に係る調整累計額 283 242 

    その他の包括利益累計額合計 361,533 △139,226 

  非支配株主持分 344,261 380,076 

  純資産合計 6,786,262 6,576,724 

負債純資産合計 8,863,807 10,081,425 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 11,364,697 10,013,436 

売上原価 8,290,715 7,191,479 

売上総利益 3,073,981 2,821,956 

販売費及び一般管理費 ※  2,293,090 ※  2,243,820 

営業利益 780,890 578,135 

営業外収益     

  受取利息 13,362 13,158 

  為替差益 13,261 － 

  不動産賃貸料 10,871 12,705 

  その他 13,770 10,390 

  営業外収益合計 51,266 36,254 

営業外費用     

  支払利息 351 3,324 

  不動産賃貸費用 2,458 2,398 

  為替差損 － 82,152 

  支払手数料 49,964 15,839 

  その他 2,972 1,099 

  営業外費用合計 55,747 104,815 

経常利益 776,409 509,574 

特別利益     

  固定資産売却益 102 196 

  特別利益合計 102 196 

特別損失     

  固定資産除売却損 1,551 557 

  特別損失合計 1,551 557 

税金等調整前四半期純利益 774,959 509,213 

法人税、住民税及び事業税 202,479 169,636 

法人税等調整額 89,160 △13,653 

法人税等合計 291,639 155,982 

四半期純利益 483,320 353,230 

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,455 794 

親会社株主に帰属する四半期純利益 473,864 352,435 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 483,320 353,230 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 28,005 △30,946 

  為替換算調整勘定 15,872 △521,088 

  退職給付に係る調整額 666 △41 

  その他の包括利益合計 44,544 △552,076 

四半期包括利益 527,864 △198,845 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 523,731 △148,324 

  非支配株主に係る四半期包括利益 4,132 △50,521 
 

― 10 ―



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 774,959 509,213 

  減価償却費 39,655 40,838 

  のれん償却額 42,688 42,498 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 6,787 10,158 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 16,690 19,148 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,431 5,612 

  受取利息及び受取配当金 △16,876 △15,452 

  支払利息 351 3,324 

  為替差損益（△は益） △5,269 85,328 

  固定資産除売却損益（△は益） 1,449 361 

  売上債権の増減額（△は増加） 78,774 27,536 

  仕入債務の増減額（△は減少） 62,922 △38,238 

  未払費用の増減額（△は減少） △22,241 △30,734 

  その他の資産の増減額（△は増加） 44,286 △40,805 

  その他の負債の増減額（△は減少） 17,437 27,157 

  その他 △1,568 △210 

  小計 1,042,478 645,735 

  利息及び配当金の受取額 16,355 15,452 

  利息の支払額 △351 △3,324 

  訴訟和解金の支払額 △20,000 － 

  法人税等の支払額 △346,796 △280,351 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 691,685 377,512 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △54,400 △662,308 

  有形固定資産の売却による収入 739 1,472 

  無形固定資産の取得による支出 △14,095 △9,072 

  投資有価証券の取得による支出 － △27,500 

  貸付けによる支出 － △122 

  貸付金の回収による収入 10,238 170 

  有価証券の償還による収入 100,000 － 

  資産除去債務の履行による支出 △530 △1,034 

  その他 △5,336 △4,426 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 36,615 △702,819 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △28,800 933,200 

  長期借入れによる収入 － 600,000 

  配当金の支払額 △107,357 △96,894 

  非支配株主からの払込みによる収入 266,880 86,337 

  その他 － △58 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 130,722 1,522,583 

現金及び現金同等物に係る換算差額 11,984 △445,315 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 871,008 751,961 

現金及び現金同等物の期首残高 4,714,483 4,693,855 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,585,491 ※  5,445,817 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

当第２四半期連結会計期間においてグローバルマリタイム株式会社を当社が吸収合併したため、連結の範囲より除

いております。 

  

(会計方針の変更等) 

  

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

  

（減価償却方法の変更) 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４

月１日以後に取得する建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響はありません。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  
（追加情報） 

  

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成29年１月１日以降解消されるものに限る）に使用する法定実効税率は、前連結会計年

度の32.2％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成29年１月１日から平成30年12月31日までのものは30.8％、

平成31年１月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。 

その結果、当第２四半期連結会計期間末の一時差異等を基礎として再計算した場合、繰延税金資産の金額（繰延

税金負債の金額を控除した金額）が3,026千円減少し、法人税等調整額が3,181千円、その他有価証券評価差額金が

154千円それぞれ増加しております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

  

※ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結し

ており、これらの契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。 

  

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 700,000千円 3,100,000千円 

借入実行残高 －千円 900,000千円 

差引額 700,000千円 2,200,000千円 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年１月１日 
  至  平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年１月１日 
  至  平成28年６月30日) 

給料及び手当 1,274,032千円 1,253,394千円 

退職給付費用 81,754千円 67,688千円 

貸倒引当金繰入額 3,724千円 △153千円 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年１月１日 
  至  平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年１月１日 
  至  平成28年６月30日) 

現金及び預金 5,585,491千円 5,445,817千円 

預入期間３ヶ月を超える定期預金 －千円 －千円 

現金及び現金同等物 5,585,491千円 5,445,817千円 
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(株主資本等関係) 

  

前第２四半期連結累計期間（自  平成27年１月１日  至  平成27年６月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

  

３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成28年１月１日  至  平成28年６月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

  

３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年３月26日 
定時株主総会 

普通株式 106,970 20.00 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年７月30日 
取締役会 

普通株式 160,456 30.00 平成27年６月30日 平成27年９月４日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年３月25日 
定時株主総会 

普通株式 96,970 10.00 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年７月29日 
取締役会 

普通株式 145,455 15.00 平成28年６月30日 平成28年９月５日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自  平成27年１月１日  至  平成27年６月30日） 

  

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１.セグメント利益の調整額△12,626千円には、のれん償却額△12,631千円及びその他調整額5千円が含まれており

ます。 

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自  平成28年１月１日  至  平成28年６月30日） 

  

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１.セグメント利益の調整額△12,636千円には、のれん償却額△12,631千円及びその他調整額△4千円が含まれてお

ります。 

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

  

 

  
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 

(注)２ 日 本 海 外 計 

売上高           

外部顧客への売上高 7,722,712 3,641,984 11,364,697 － 11,364,697 

セグメント間の内部売上 
高又は振替高 

188,172 485,579 673,751 △673,751 － 

計 7,910,884 4,127,563 12,038,448 △673,751 11,364,697 

セグメント利益 385,563 407,953 793,517 △12,626 780,890 
 

  
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 

(注)２ 日 本 海 外 計 

売上高           

外部顧客への売上高 6,791,629 3,221,806 10,013,436 － 10,013,436 

セグメント間の内部売上 
高又は振替高 

164,926 349,619 514,545 △514,545 － 

計 6,956,556 3,571,425 10,527,981 △514,545 10,013,436 

セグメント利益 338,060 252,712 590,772 △12,636 578,135 
 

― 15 ―



(企業結合等関係) 

   

 １．共通支配下の取引等 

 （1）取引の概要 

   ① 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

事業の名称：グローバルマリタイム株式会社（以下 ＧＭＣ）の全事業 

事業の内容：ＧＭＣは、主としてパキスタンの国営船社 Pakistan National Shipping Corporation の

日本代理店をはじめとする船舶代理店事業を行っております。 

   ② 企業結合日 

平成28年４月１日 

   ③ 企業結合の法的形式 

ＧＭＣを消滅会社、内外トランスライン株式会社(当社)を承継会社とする吸収合併（簡易合併・略式合

併） 

   ④ 結合後企業の名称   

名称   内外トランスライン株式会社 

   ⑤ その他取引の概要に関する事項 

合併の目的 

ＧＭＣは、主として船舶代理店事業を行ってまいりましたが、今般、経営資源の有効活用、事業運営

の効率化を目的に当社が吸収合併することといたしました。 

株式その他の金銭等の割当交付 

本合併は、当社の100％出資子会社との合併であり、株式その他の金銭等の割当交付は行いません。 

また、新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

 （2） 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。 
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(１株当たり情報) 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

（注）１.当社は、平成27年７月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っており、前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

    ２.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年１月１日 
  至  平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年１月１日 
  至  平成28年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 44円30銭 36円34銭 

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 473,864 352,435 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(千円) 

473,864 352,435 

普通株式の期中平均株式数(株) 10,697,070 9,697,045 
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２ 【その他】 

第37期（平成28年１月１日 から平成28年12月31日まで）中間配当については、平成28年７月29日開催の取締役会に

おいて、平成28年６月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対して、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。 

① 配当金の総額                       145,455千円 

② １株当たりの金額                     15円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成28年９月５日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月９日

内外トランスライン株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている内外トランスラ

イン株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年４月１

日から平成28年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、内外トランスライン株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    石   田    博    信    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    内    田         聡    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成28年８月10日 

【会社名】 内外トランスライン株式会社 

【英訳名】 ＮＡＩＧＡＩ ＴＲＡＮＳ ＬＩＮＥ ＬＴＤ．  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  常 多   晃 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区安土町三丁目５番12号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長常多晃は、当社の第37期第２四半期（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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